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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，法令文作成支援と法令英訳支援のために，法令のターミノロジーおよび翻
訳メモリの構築と利用のための手法と環境を確立することである．研究の結果，戦後のすべての日本語法律からなるコ
ーパス（法律10,067本），戦後占領期における文対応付き日英対訳法律コーパス（法律1,624本，日英対訳156,562文）
），法令翻訳メモリ（法令259本，日英対訳147,119文）を構築した．また，チャンキングや文書出現頻度を用いて法令
用語を抽出する手法，対訳文からの対訳語彙意味カテゴリ自動抽出手法，法令用語とその語義文や法令用語間の関係を
抽出する手法などを開発した．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to establish technologies and environments for com
pilation and utilization of a terminology and a translation memory to support drafting and translating Jap
anese statutory sentences. We have complied a text corpus including all Japanese acts (10,067 acts) enacte
d after the World War II, a bilingual corpus including 1,624 acts (156,562 bilingual sentences) enacted du
ring the period of U.S. occupation, and a translation memory including 259 statutes, i.e., acts, cabinet o
rders and regulations (147,119 bilingual sentences). In addition, we have developed methods for extracting
 legal terms by using shallow parsing (chunking) or document frequency, semantic category from bilingual t
erms, and definitions of statutory terms as well as semantic relations between them.
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１．研究開始当初の背景 
(1) 法令英訳支援と問題点 
 国際社会のグローバル化に伴い，わが国は
その法令を英訳することを内外から強く求
められている．しかし，従来の法令英訳は人
手により個別に行われており，信頼性，品質
などの点で問題があった．特に，同一の語彙
や表現に対して訳語が統一的に用いられて
いない場合があり，その意味の正確な理解に
対して支障となることがあった． 
 そこで，本研究の研究代表者・連携研究者
は訳語選択の統一を支援するため，対訳表現
自動抽出技術に基づく手法やその支援ツー
ル Bilingual KWIC® の開発により，「法令
用語日英標準対訳辞書」構築や英訳法令の辞
書準拠性検査に従事し，その成果は日本政府
の法令英訳プロジェクトで活用された．しか
し，単語列が処理対象であったため，連続単
語列に対する対訳の抽出・検査までは有効で
あったが，「～の規定は、～について準用す
る」，「～した者は、～の～に処する」のよう
な構文パターンに対する対訳パターンの抽
出・検査は困難であった． 
(2) 法令文作成支援と問題点 
 一方，国や地方自治体の政策は最終的に法
令という形式で文書化されるので，その担当
者は法令文の読解だけでなく，作成も必要と
なる．法令の解釈・運用を統一するために，
法令文では慣習に基づく語彙・表現が用いら
れるので，法令文作成者はこの慣習を修得す
る必要がある．たとえば，「及び」と「並び
に」や，「直ちに」，「速やかに」，「遅滞なく」
は，それぞれ日常では類義語であるが，法令
文ではその用法や意味が区別される．また，
禁止規定に対して「～は、～してはならない」，
定義規定に対して「この法律において「～」
とは、～をいう」などのように，規定内容の
類型に依存して，用いるべき構文パターンは
定まっている．そのため，法令文作成は，こ
の慣習を熟知した少数の専門家の人手によ
る作業として実施されてきた．しかし，近年
の社会情勢の急速な進展により，政策の適切
かつ迅速な策定が求められているため，専門
家の負担は増大しており，法令文作成に対す
る計算機支援が必要である． 
(3) 構文情報の利用と新たな問題点 
 そこで，本研究代表者らは，科学研究費補
助金基盤研究（Ｂ）「構文情報付き日英法令
対訳コーパスに基づく法令文作成・英訳支援
環境の構築」（平成 20～22 年度）において，
依存関係など構文情報を付与した日英法令
文対訳コーパスから法令用の語彙や法令文
の構文パターン・対訳パターンを獲得し，そ
れらを法令文作成者や翻訳者に提供する作
業支援環境の構築を目指した．その結果，特
有の接続詞を伴う並列構造や頻出する括弧
書きなども扱えるような日本語法令文の依
存関係の表現手法と半自動的な解析手法を
確立し，それに基づき，現在までに 2,052 文
（12 法令）に対して高精度の依存関係タグを

付与した．また，依存関係の表示ツール
KWISC を開発した．一方，依存関係の利用
により，語と文脈の共起から類義語を自動獲
得する手法の開発・比較や，英訳の統一性評
価のための類似法令文への分類手法の開発
も行った．それらにより，構文情報の利用に
よる支援に見通しを付けた． 
 
２．研究の目的 
本研究は，法令文作成・英訳のための作業
支援環境の構築を目的とする．特に，浅い構
文情報と文字・語彙情報だけを利用して法令
ターミノロジーや法令翻訳メモリを構築し，
それらを言語資源として提供する作業支援
環境の有効性を明らかにする．具体的には，
次の(1)～(4)を行う．  
(1) 浅い構文情報付き日英法令文対訳コー
パスの構築 
 浅い構文情報の解析手法を開発し，浅い構
文情報付き対訳コーパスを構築する． 
(2) 法令翻訳メモリの構築 
 対訳コーパスから法令翻訳メモリを構築
する手法を開発し，翻訳メモリを構築する． 
(3) 法令ターミノロジーの構築 
 ターミノロジーへ蓄積する情報の表現手
法の確立，および対訳コーパスや翻訳メモリ
などからその情報を抽出する手法の開発を
行い，ターミノロジーを構築する． 
(4) 言語資源検索・法令文編集 GUI ツール
の開発 
 法令文中の語彙や法令文自体を検索キー
として，対訳コーパス，翻訳メモリ，ターミ
ノロジーに蓄積された情報を提示し，法令文
作成・英訳作業を支援する GUI ツールを設
計・開発する． 
 
３．研究の方法 
 各項目について，それぞれ次の方法により
研究を推進した． 
(1) 浅い構文情報付き日英法令文対訳コーパ
スの構築 
 戦後のすべての法律からなるコーパスを
構築する．また，日本語法令文に対して浅い
構文解析（チャンキング）を行い，名詞句，
動詞句を抽出する手法を確立する． それを
用いて，法務省・法令外国語訳データベース
システム（JLT）が提供する日英対訳法令デ
ータ（法令約 200 本，異なり日本語文約
81,000 文）を対象としてチャンキングを行う． 
(2) 法令翻訳メモリの構築 
 法令文に対する翻訳メモリを構築する．そ
の際，翻訳メモリは標準化された TMX 形式
で記述する． 
また，法令翻訳メモリを拡充するための新

たな手法を開発する．すなわち，対訳表現自
動抽出技術と文字列の近接関係だけを利用
して類義語や文脈パターンを抽出する手法
Monaka を結合し，原言語の類義語とその対
訳表現を同時に抽出する手法を開発する． 
(3) 法令ターミノロジーの構築 



 法令ターミノロジーを構築するために，法
令用語とその語義，用語間の関係を抽出する
手法を開発する． 
(4) 言語資源検索・法令文編集 GUI ツールの
開発 
 言語資源を検索しながら法令文作成・英訳
を行える環境を構築するための GUI ツール
を設計・開発する．  
 
４．研究成果 
本研究の主な成果は次のとおりである． 

(1) 浅い構文情報付き日英法令文対訳コーパ
スの構築 
① 法務省・法令外国語訳データベースシス
テム（JLT）が提供する日英対訳法令のうち
日本語法令16本（28,139文）に対して， SVM
に基づいたチャンカ YamCha を用いて，名
詞句・動詞句を抽出する浅い構文解析（チャ
ンキング）を施し，それを人手で修正した．
さらに，それを学習データとした YamCha
を用い，JLT が提供する日英対訳法令 221 本
のうち日本語部分（延べ 120,449 文）に対し
て，チャンキングを施した．その結果，47,782
語（名詞句 38,935 個，動詞句 8,847 個，異
なり数）を抽出し，各用語の出現頻度などの
特徴量を求めた． 
② 戦後のすべての日本語法律を収録するコ
ーパス（昭和 21～平成 24 年，法律 10,067
本）を構築した．それらは，国立印刷局・官
報データベースから抽出したもの（昭和 22
～平成 24 年，法律 9,915 本）と国立国会図
書館が提供している官報画像データベース
からテキストを起こしたもの（昭和 21～22
年，法律 152 本）からなる． 
③ 上記②で構築した日本語法律コーパスの
うち，戦後占領期（昭和 21～27 年）に発行
されていた英文官報に英訳が掲載されたも
の 1,624 本に対して，①と同じ学習済みのチ
ャンカ YamCha を用いたチャンキングを行
ったところ，59,325 語（名詞句 48,360 語，
動詞句 9,636 語）を抽出した．一方，出現文
書頻度に基づく指標df2/dfを用いた方法によ
り，138,564 個の日本語表現を抽出した．JLT
が提供する「法令用語日英標準対訳辞書」に
収録されている見出し語のうち，上述の法律
1,624 本に出現する 2,242 語と比較したとこ
ろ，再現率は，チャンキングによる方法では
98.4%,df2/df を用いた方法では 75.5%であっ
た．また，df2/df を用いた方法では，定型的
な表現を抽出できることも確認した． 
(2) 法令翻訳メモリの構築 
① JLT 収録の文対応付き日英対訳法令文
276,597 文（法令 259 本，異なり原文 129,120
文，異なり対訳文 147,119 文）を用いて，翻
訳メモリを構築した．また，この翻訳メモリ
に対する検索システムも構築した．この翻訳
メモリは標準的な TMX 形式に変換して，出
力できるものである． 
② ブートストラップに基づく対訳文からの
対 訳 語彙意 味 カテゴ リ 自動抽 出 手 法

b-Monaka を開発した．この手法は，語彙意
味カテゴリ抽出と対訳表現獲得の 2段階の処
理を統合するものである．JLT 収録の文対応
付き日英対訳法令 193 本（90,273 文）を用
いて実験したところ，繰り返し 30 回におい
て精度 82.0%で対訳表現を抽出できた．また，
従来手法では困難であった複数の語からな
る長い専門用語の抽出が可能であった．それ
により，対訳文を語彙の文脈情報として使う
方法の有効性を示すことができた． 
③ 翻訳対象の法令文に類似した文を翻訳メ
モリから選択する手法を検討するために，地
方自治体の条例 1,908 条を用いて，法令文の
間の各種距離関数の比較と法令文のクラス
タリング手法の比較を行った．その結果，距
離関数としてはピアソン相関距離が，また，
クラスタリング手法としてはウォード法が
有効であることが分かった． 
(3) 法令ターミノロジーの構築 
① 法令中の定義規定から正規表現によるマ
ッチングによって，定義語とその語義文，お
よび定義語の上位・下位関係を抽出する手法
を開発し，JLT 収録の日本語法令 241 本
（10,9380 文）から定義語 1,207 語とその語
義文を抽出した．既存のシソーラスと比較し
たところ，上位・下位関係の判定精度は 64.0%
であった．さらに，法令文中で括弧書きによ
り記述されている定義規定および略称規定
について，法令文の文頭の主語にそれらの規
定が出現しやすいという性質を利用して，定
義語とその語義文を抽出する手法を開発し
た．前述の法令 241 本から定義語 1,941 語を
抽出したところ，抽出精度はトイウ形定義語
（1,501 語）が 90.9%，ヲイウ形定義語（440
語）が 77.7%であった． 
② (1)②で構築した日本語法律コーパスのう
ち，官報データベース収録分（昭和 22～平成
24 年，法律 9,915 本）から正規表現によるマ
ッチングによって，延べ 14,874 個（異なり
9,368 個）の定義語とその語義文を抽出した．
その抽出精度は 91.0%であった．しかし，括
弧書きによる定義語の抽出再現率は 39.2%に
留まった． 
③ 上記②において，抽出された語義文には
他の法文や法令を引用しているものが多く
見られたので，その照応解決を行う手法を開
発した．具体的には，JLT 用として既開発の
文書型定義（DTD）を用いて，法令文書を構
造化（XML 化）するとともに，文書構造を
相対アドレスによって指定する引用表記に
対して，正規表現を用いて文書構造の絶対ア
ドレスをタグ付けした．そのタグ付け精度は
88.0%であった．また，相対アドレス指定に
よる引用表記のうち 64.3%が絶対アドレス指
定に正しく書き換えられた． 
(4) 言語資源検索・法令文編集 GUI ツールの
開発 
戦後占領期（昭和 21～27 年）の英文官報

に掲載された英訳法律（1,624 本）に対して，
画像データから英文テキストを起こし，それ



と(1)②で構築した日本語法律コーパスを用
いて，文対応付き日英対訳法律コーパス（対
訳文 156,562 文）を構築した．さらに．それ
らに対する対訳表現抽出用 GUI として，
Bilingual KWIC® を構築した． 
(5) その他 
法令の要約文書である「法令のあらまし」

の日英統計的機械翻訳手法について基礎的
な技術を開発した．法令文日英対訳コーパス
（276,597 文）を学習データとし，「法令の
あらまし」日英対訳 300 文を開発データとし
てデコーダのパラメータ調整を行い，機械翻
訳システムの自動評価指標 BLUE，RIBES
などを用いて評価したところ，本手法は有効
であることを明らかにした． 
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